































































１ 日本経済新聞 平成28年12月31日30面、週刊 経団連タイムス 平成28年９月１日 NO.3283、北海道新聞 平成
28年８月27日７面、日本経済新聞 平成28年７月13日、日本経済新聞 平成28年５月９日15面、週刊東洋経済 平
成27年６月13日 91頁など





























































































































































































































































































































































































































































































































































59 判タNo.1268（2008年）110頁。増森珠美「時の判例」ジュリ No.1407（2010年）153頁、榎 透「判例解説」法
セミ no.647（2008年）123頁、門田 孝 TKCローライブラリー 文献番号Z18817009-00-010160169、平松 毅
「住基ネットと個人情報保護」法律時報79巻12号80頁
60 京都府学連事件の昭和44年最高裁判決（前掲（注43））を引用する。

















































































































































































































































































































97 前田陽一「判例評釈 プライバシー侵害の不法行為に関する最近の二つの最高裁判決」判タ No.1144（2004年）
95頁、二関・前掲（注94）95頁
98 芦部・前掲（注50）124頁
99 杉原・前掲（注50）227頁
100判タ No.1343（2011年）153頁
101職場における使用者の従業員に対する監督権の行使が問題となった平成７年最高裁判決（前掲・（注72））、前科情
報の公開が問題となった長良川リンチ殺人事件の平成15年最高裁判決（前掲・（注84））及び参加者の同意の有無
が問題となった同年の早稲田大学江沢民講演会名簿事件（前掲・（注94））を引用する。
102肖像権については、最判昭和44年12月24日（前掲・（注43））を引用する。
103自己情報管理権を取り上げる条例として、例えば、国立市個人情報保護条例では「この条例は、自己の個人情報
を管理する権利を保障し、個人の権利利益の保護を図るため、…実施機関が保有する自己に関する個人情報の開
示、訂正、削除及び利用の中止を請求する権利を明らかにする…」（１条（目的））とある。
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まず、プライバシーについては、下級審は私生活あるいは私事、個人情報をみだりに公開されな
い権利などとして、プライバシーの権利を認めるが、最高裁はプライバシーの権利という表現は避
け、人格権としてプライバシーなるものが法律上保護される利益であることを認めるにとどまると
いう問題がある。プライバシーの権利ないし利益は、元を辿れば、憲法13条の個人の尊重、幸福追
求権の保障に基づく私生活の尊重・平穏を求める権利ないし利益である。
最高裁の認める人格権のひとつとして名誉とプライバシーがあり、プライバシーによって、「前
科・犯罪歴をみだりに公開されない自由」、「職場において自由な人間関係を形成する自由」に加え
て、「個人情報を第三者にみだりに開示・公表されない自由」あるいは「個人情報を自分が望まない
他人にみだりに公開されない自由」が保護されることを認める。前科情報の取扱いについては、社
会復帰、更生を妨げられない利益が保護法益となる。そのために、上述のとおり、前科情報をみだ
りに公表されないという利益があることを、裁判所の審級を問わず認める。従来の私生活への干渉
の問題から個人情報の取扱いが問題になっている。
プライバシーの保護法益を考えた場合の共通したキーワードは、み・だ・り・に・という表現である。み
だりにというのは、正当な理由なくという意味であるから、プライバシーの権利ないし利益も、物
権とは違い、絶対的な権利ないし利益でないことになる。
個人にかかる記事の掲載・出版の差止めの可否、損害賠償等の不法行為の問題については、プラ
イバシーの権利ないし利益と表現の自由との比較衡量の問題となる。この種の問題は、従来、名誉
棄損とプライバシー侵害のそれぞれについて不法行為が成立するかどうか個別検討が行われる。そ
の場合、本人の職業、生活態度、事件・罪質の重大性、社会的関心度等、個別具体的に総合的な検
討・判断を行うことが求められる。その場合、公表されない利益と公表する利益との比較衡量にあ
たっての基準は、プライバシーの侵害が受忍すべき限度内かどうかということになる。「忘れられ
る権利」が問題となった場合でも、比較衡量の取扱いは同じであるが、インターネット、検索サー
ビスについての評価が問題となる。
また、学説の通説は憲法13条から抽象的な権利として自己情報コントロール権が認められるとし
ている。下級審の事例で、憲法で保障されるプライバシーの権利として自己情報コントロール権を
認める、あるいは、個人情報を自己の管理下におくことのできるプライバシーの権利を認める裁判
例が現れるようになってきている。最高裁は、憲法13条から、個人情報をみだりに第三者に開示さ
れない自由を超えて、自己情報コントロール権に類する権利もしくは利益が認められるかどうかに
言及しておらず、現状憲法論議は深まっていない。
前章の「忘れられる権利」の議論と共通する論点は、最高裁が明確に言及するわけではないが、
下級審レベルで見られるプライバシー情報の時の経過による変質という問題である。当初は適法・
適切な公開個人情報（実名報道）であっても、時の経過によって、不適切・不当な情報となるとい
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う論理である。これがプライバシーとの絡みで問題となる。ここでは、非公共性・私事性と非公知
性の取扱いが問題となる。私見を述べれば、以下のとおりである。
まず、前科情報の非公共性を考えるにあたっては、刑法の視点から、前科が犯罪人名簿から抹消
される刑の消滅期間が一応の目安として参考になる。犯罪事実は私的なことでもあると同時に公的
なことでもあると考えることができる。社会的関心度の観点から犯罪報道の公共性が薄まるかどう
か時の経過を考える際の目安として、前科が抹消される刑の消滅期間（５年もしくは10年）を参考
とすることは合理性があると考えられる。特に日本では性犯罪は社会的問題となっており、その関
心が高く、本稿でとりあげた盗写・児童買春といえども、１年半とか３年で犯罪歴の秘匿が安易に
許されるべきものではないと考える。
また、非公知性の取扱いについて、元サイト情報が削除されずに維持されている限りでは、知り
得る状態にあるとして、いわば機械的に依然として公知と厳格に解釈する必要性はあるのだろう
か。検索サービスによる検索結果の画面表示は、既存の情報を基にしているとはいえ、新たな表現・
情報提供行為と考えるべきであり、その行為によって改めて知られる情報・公知の状態になると考
えるべきではないだろうか。
第５章 まとめ
これまでのプライバシーの検討、整理を踏まえて、日本における「忘れられる権利」をめぐる議
論をどのように考えれば良いのか、私見を述べる。
インターネットによる検索サービスの前科情報についての削除の可否が問題となったさいたま地
裁は「忘れられる権利」を認めたが、EUの「忘れられる権利」とは異なり、個人情報の削除請求権
そのものを認めるものかどうか必ずしもはっきりしない。しかしながら、「忘れられる権利」は、憲
法13条の人格権のひとつとして、犯罪歴がある者でも、所定の刑罰を果たした後は私生活を平穏に
すごし、更生を妨げられない法的利益を有することから、犯罪後刑罰を受け相当の期間が経過した
後は、正当な理由なく犯罪歴が開示されない権利を認めるものである。そのような意味で、「忘れら
れる権利」は私生活が尊重されるべき権利に根ざしており、内容自体は新しいものではない。イン
ターネットで問題になっている「忘れられる権利」は、たとえていえば、カメラマン（大衆）がフ
ァインダー（検索サービス）から被写体（前科情報・個人情報）を見る際に、のぞき窓であるファ
インダーを塞ぐことのできる権利といえよう。
従来、裁判所はこの種の問題を名誉毀損あるいはプライバシーの侵害の問題として取り扱ってい
る。東京高裁が「忘れられる権利」はその要件と効果があいまいであるとして、その概念を否定し、
名誉権とプライバシー権の問題として取り扱ったことは従来の取扱いの延長線上にある。名誉毀損
の場合には違法性阻却要件が明確であるが、プライバシーの侵害の場合に不法行為となるかどうか
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は、本人の知られない利益と大衆の知る利益との総合的な比較衡量が行われ、知られる不利益が受
忍限度内かどうか検討される。問題は、明確にあるいは暗黙裡に、プライバシーの要素として伝統
的な私事性と非公知性を要求するかである。
また、下級審は人格権のひとつとしてプライバシーの権利を認めるが、最高裁はプライバシーを
権利とまでは認めずに、プライバシーは法的に保護される利益であるとして、前科情報について「前
科・犯罪歴をみだりに公開されない自由」を認めるにとどまる。プライバシーの権利もしくは利益
とは別に「忘れられる権利」を認める利点ないし必要性は何であろうか。また、「忘れられる権利」を
認めるとして、その権利は人格権のなかでどのような位置を占めるのであろうか。筆者は多くの下
級審・学説が認めるように、人格権のプライバシーを権利として認める。具体的には、人格権のひ
とつとしてプライバシー権を認めたうえで、その権利の持つ機能的側面から、自己の情報は自分で
管理する自己情報管理権を認める。その自己情報管理権の具体的な中身として、「忘れられる権利」
があることになる。個人情報保護法でいうところの、個人情報の開示・訂正・削除請求権の削除に
あたる。しかし、現状の解釈では、個人情報保護法は検索サービス事業者に適用にならない。また
同法の削除権は不実の内容を対象としており、消去権は不法取得を問題としているという限界があ
る。不要となった個人情報の取扱いがあいまいである。「忘れられる権利」はこのすきまを埋めるこ
とを可能にするのではないだろうか。
「忘れられる権利」は、情報が真実であったとしても、プライバシーの要素を満たせば問題となる。
そこでの問題は、インターネット社会における情報システム（仕組み）の位置付けと検索サービス
の持つリスクを考慮に入れる必要がある。検索サービスは、グーグル・ヤフーの寡占状態にあり、
情報入手の容易さ等その有益性・重要性は大いに認めるところではあるが、知られたくない情報の
インターネットによる拡散が不可避であるし、元サイトの個人情報をすべからく削除する請求は現
実的には困難である。事件発生直後は実名報道の必要性から犯罪情報が公共性を十分に満たしてい
たとしても、相当な時の経過により、私事性が回復する状況が発生する。しかしながら、元サイト
情報を消そうにも、現実には、ネット情報の持続性・拡散性・累積性の壁が立ちはだかることが想
定される。いくつかの裁判例で指摘されたとおり、私事性を回復した前科情報については、検索サ
ービスによる画面表示は新たな表現として、元のサイト情報とは別に独立して、抹消請求の対象と
なると考えるべきものである。
このように考えて行くと、「忘れられる権利」を認めることは、プライバシーの要素として公共性
との関係で私事性が求められるが、前科情報の非公知性は問題にしなくても良いということになる
のではないかと考えられる。これは、私事性と非公知性とを要求する伝統的なプライバシー概念を
克服することを意味すると考える。「忘れられる権利」の濫用は許されるものではないが、「忘れら
れる権利」を認めることは、検索サービスの公益性よりも、比較相対的に、犯罪歴のある人の人権
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保護が優位に働く可能性が高いと考えられる。さらには、EU保護規則で見られるごとく、同意の撤
回権をも含んだ概念として、「忘れられる権利」は考えられるべきものであろう。
以上のように、「忘れられる権利」の本質は私生活の平穏を求める古典的な権利ではあるものの、
デジタル社会において個人情報が不適切・不法に取り扱われるリスクが増大している状況のもと
で、「忘れられる権利」は古典的な権利ないし利益が現実に担保されるように具体的な権利として変
容したものといえる。したがって、「忘れられる権利」は、自由権的側面と給付請求権的側面を併
せ持つ複合的権利といえよう。
おわりに、本稿にかかる今後の検討課題を述べる。本稿では、最も秘匿したい情報としての前科
情報を取り上げた。要配慮情報としてはそのほかに、思想・信条、病歴等がある。それらの取扱い
は公開のニーズもあり前科情報と一様ではない。本稿の考え方が遍く妥当するかどうか、筆者のい
う自己情報管理権、通説の自己情報コントロール権について更なる検討を加えたい。
追 記
本稿出稿中の平成29年１月31日に本稿で取り上げた検索結果表示画面の削除仮処分請求事件につ
いての最高裁決定（平成28年（許）第45号）が行われた。同決定では、「忘れられる権利」という言
葉はでてこない。本決定については次頁以降の、「検索サービスで表示された犯罪歴についての削
除請求が認められなかった事例―最高裁平成29年１月31日 第三小法廷決定―」を参照願いたい。
